２ 海外の視聴覚障害者向け放送の状況（5年間の変化）
2.1　　米国の状況
2.1.1　視聴覚障害者向け放送の現状
米国には字幕放送等の付与率に関する統計情報はないが、総務省が行った委託調査によると、地上波全国放送を行う多くの主要放送事業者では、ほぼ全ての番組に字幕の付与を行っている。
また、解説が付与された番組は、教育省から助成を受ける子ども向け教育・アニメ番組のみである。
なお、手話付番組はほとんどない。
一方、緊急時・災害時における放送について、FCC(連邦通信委員会：フェデラル コミュニケーションズ コミッション)は放送事業者とケーブル事業者に、マーケットの大きさや視聴者数に関わらず、緊急時の詳細情報（竜巻情報、学校閉鎖等）を視聴覚障害者が入手可能な形式で提供しなければならないとしている。
2.1.2　5年間の主な変化
解説放送についての義務規定はなかったが、FCC(連邦通信委員会：フェデラル コミュニケーションズ コミッション)に、解説の付与に関する規則(FCC 00-258)を修正し、制定することを義務づける21st CVAA法(21st センチュリー コミュニケーション アンド ビデオ アクセシビリティ アクト オブ 2010)が2007年に議会に提出され、2010年10月に承認・公布された。その後、2011年8月25日には、FCC 00-258を修正したFCC規則(FCC 11-126)が公表され、2012年7月より解説の付与が義務づけられることとなった。
2.2　英国の状況
2.2.1　視聴覚障害者向け放送の現状
英国の主要放送事業者（BBC ワン、BBC トゥー、チャンネル4、S4C、ITV、ファイブ）による視聴覚障害者向け放送の実績は、2010年に字幕97％、解説16％、手話6％となっている。
2010年に字幕放送等の実施目標の達成が義務づけられている放送サービスは72チャンネルある。これらのチャンネルには、字幕、解説及び手話付与のため、英国内で得た関連売上げの1％を支出することが求められており、その内、52チャンネルはレベル1として、各局に設定された付与目標の100％を達成することが求められている。
緊急時災害時における放送について、オフコム(通信庁：オフィス オブ コミュニケーションズ)が字幕等の品質に関するガイドライン(ガイドライン オン ザ プロビジョン オブ テレビジョン アクセス サービス)を定めており、そこでは字幕放送等の利用者が、国レベル・地方レベルの緊急事態に関する情報を入手し続けられるよう、関連する電話番号を含め放送によって提供される情報を書きとめられるだけの十分な時間をとりながら、字幕、できればオープンキャプションを使って提示するとともに、音声でも伝えることが重要であるとしている。BBCでは緊急時・災害時にも字幕を付けているが、解説、手話は付与していない。
2.2.2　5年間の主な変化
EUの視聴覚メディアサービス指令(オーディアビジュアル メディアサービス ディレクティブ)を受け、2009年視聴覚メディアサービス規則(ザ オーディオビジュアル メディアサービス レギュレーションズ2009)を制定した。
これは2003年通信法を改正したものであり、これにより新たにテレビ番組のオンデマンドサービスに関する規定が同法に盛り込まれ、聴覚障害者に対しては字幕を、視覚障害者に対しては音声解説を提供することに注力して、アクセスサービスの提供を図ることとされた。
2.3　　韓国の状況
2.3.1　視聴覚障害者向け放送の現状
中央地上波放送事業者（KBS、MBC、SBS、EBS）による字幕放送・解説放送・手話放送の編成比率は、2010年に字幕96.0％、解説6.0％、手話5.1％となっている。具体的には、字幕放送は各局とも9割を超えて高い水準にある。手話放送では、8.4％と高い局がある一方、低い局は0.9％に止まる。
緊急時・災害時における放送については、放送法施行令第52条により、字幕・解説・手話の付与義務の対象となっている。
2.3.2  5年間の主な変化
障害者向け放送に関しては、放送法における任意規定と障害者差別禁止法（障害者差別禁止及び権利救済などに関する法律）における強行規定とが併存している状況にあったが、2011年7月に、放送事業者に対し字幕放送、解説放送、手話放送の提供を義務づける放送法の改正が行われ、2011年10月15日から施行された。
また、2011年5月に障害者差別禁止法施行令が改正・施行され、字幕放送、解説放送、手話放送のサービス提供義務の履行に必要な基準、方法等については、大統領直属の機関である放送通信委員会(KCC:コリア コミュニケーションズ コミッション)の告示によって定めることとされた。
これらの改正により、字幕放送等の提供が義務化で統一され、義務対象となる放送事業者や段階的な目標等の詳細については、放送通信委員会の障害者放送に関する告示で定められることになった。
放送通信委員会では、字幕放送等の提供が義務化されることを受け、段階的な編成目標等を規定する障害者放送ガイドラインを2011年6月29日に公表している。
このように、韓国においては障害者向け放送の普及促進に関する取り組みが近年急速に進んでいる。
３　視聴覚障害者向け放送充実に向けての提言
3.1　緊急時放送の充実
緊急・災害時に情報を正確に知ることは非常に重要であり、とりわけ聴覚障害者への情報保障として、字幕放送の充実が望まれている。
緊急時における字幕放送の実施には、要員の面やコスト面に大きな課題があるが、東日本大震災においては、1.5.2で記載したように、各放送事業者は、積極的な取り組みを行っており、今後も緊急・災害時において、できる限りの字幕放送を実施することが望まれる。
その際、NHKにおいては、1.2.1で記載した試行結果を踏まえ、すべての定時ニュースへの字幕付与を早期に実現できるよう努めるべきである。
また、民間放送事業者においては、緊急・災害時の課題を共有し、相互に字幕制作を含めた放送のバックアップ体制を取るなど、対応の推進に努めることが期待される。
なお、緊急時において手話放送の実施を求める声もある。現在の手話放送の実施状況及び東日本大震災でのNHKでの対応状況を踏まえれば、NHKにおいて緊急時により多くの手話放送を実施することが望まれる。
3.2　字幕放送の充実
各放送事業者においては、現指針を踏まえ自ら定めた字幕放送の拡充計画に基づき、字幕放送の着実な増加に努めてきている。引き続き現指針に掲げる目標が確実に達成されるよう、各放送事業者は最大限努力することが重要である。
 3.2.1 県域局における取り組み
ローカル局は、在京キー局に比べてその経営規模が小さく、字幕放送設備の準備や字幕オペレーターの確保がより困難な状況にある。
そのような中、1.2.1で記載したように共同出資による字幕製作会社の設立や事前原稿テイク方式によるリアルタイム字幕の付与などの取り組みも行われはじめており、このような取り組みが広がることが期待される。
ローカル局においては、現行指針に掲げる「できる限り目標に近づく」ために、生放送を含めた自社制作番組へもできる限り多く字幕を付与することが望まれる。
3.2.2  CM字幕放送
CM字幕放送については、1.2.1で記載したように関係者の努力が進められているところである。全放送時間の最大18％に及ぶCMへの字幕付与が進むよう、引き続き、スポンサー企業・広告会社との調整や放送事業者間の検討を進めることが望まれる。
3.3　解説放送等の充実
3.3.1　解説付与対象番組の範囲の明確化
解説放送については、1.2.2で記載したようにトライアルの結果として解説を付与することができない放送番組の具体化が行われており、今般の見直しにおいて、現指針に明記するべきである。
3.3.2　拡充計画に基づく解説放送の充実
1.2.2で記載したように、NHK及び民間放送事業者（在京キー5局、在阪準キー4局、テレビ大阪、在名広域4局、テレビ愛知）は、平成23年度に解説放送の拡充計画をそれぞれ策定した。
これらの放送事業者は、自ら策定した拡充計画に基づき着実に解説放送を実施することが必要である。なお、他の民放ローカル局についても、これらの動きを参考として、解説放送の拡充に取り組むことが望まれる。
3.3.3　視覚障害者への配慮
番組で使用される図表や文字情報については適宜その内容をアナウンサーが説明を行う、外国人の話についてはできる限り吹き替えを行い又は日本語翻訳によるボイスオーバを行う等、視覚障害者にきめ細かく配慮した放送に一層努めることが望ましい。
3.4　手話放送の充実
手話放送については現指針には盛り込まれておらず、放送実績も低い水準にある。聴覚障害者の中には、手話をコミュニケーション手段としている方が多くおり、手話放送の実施拡大に対する要望は強い。また、平成23年8月5日に改正された障害者基本法では、可能な限り選択の機会が確保されることを図らなければならないとされる言語に手話が含まれることが明示されたところでもある。
これらを踏まえ、この際、手話放送に関しても指針において目標設定を行うことにより、手話放送の制作への積極的な取り組みが放送事業者において広く開始されることを期待したい。ただし、現在、手話放送を行っているのがNHKにほぼ限られること、また、その水準も低い状況にあることから、直ちに数値目標を設定するのではなく、当面はできる限りの取り組みを求めることが現実的と考えられる。
なお、NHKにおいては、できる限り実施時間を増加させるべきであり、併せて今後予定されているハイブリットキャストを活用した手話情報の提供等については、できる限り早期の実現に向けた研究開発の取り組みを障害者（利用者）の意見を踏まえつつ進めることが望ましい。
また、放送事業者は手話による情報提供の充実に向け、正確な翻訳や表現の手法について、手話通訳の団体等と連携し検討に努めることが望まれる。
3.5　その他
3.5.1　通信サービスを用いた情報提供
放送と通信の融合や技術の進展で、多様なサービスの登場等が予想されており、視聴覚障害者への情報保障が進むことが期待される。
すでに1.4.5で記載したように、放送事業者によってさまざまな取り組みが行われてきており、これらの取り組みを引き続き拡充していくことが望まれる。
3.5.2　広報の充実等
字幕、解説放送を知らない高齢者が依然として多くいることに鑑み、国及び放送事業者は、高齢者に対して字幕、解説放送の視聴方法の周知活動を一層行っていくことが望ましい。
併せて、国及び放送事業者は、テレビ用のリモコンについては字幕の入り切りボタンを付けるよう、関係団体に要請を行っていくことが望ましい。
3.5.3　意見交換の場の継続的確保
これまでも、放送事業者と障害者団体との間では、総務省が仲介する形で、全国字幕放送普及推進協議会（テレビジョン放送事業者及び字幕制作会社から構成）と障害者放送協議会（障害者団体20団体（CS障害者放送統一機構を含む。）から構成）との会合が開催されてきた。これら関係者による意見交換の場が引き続き確保されることが望まれる。
なお、字幕放送のみならず解説放送等についても意見交換を行う必要性が生じてきたことから、新たな意見交換の場の設定について検討を行うことが望まれる。
４　更なる視聴覚障害者向け放送の推進に向けて
今回の検討では、幅広い事柄について障害者団体等から要望が出されたが、過去5年間の技術動向等を踏まえると、まだ十分な対応ができていない事項もある。
しかし、これらは直ちに実現することは困難であっても、視聴覚障害者にとっては重要な事柄であり、現指針の目標期間終了後、目標達成状況を踏まえ、新たな指針等について検討を行う際には、主要な論点として取り扱うことが望まれるものである。資料として議事要旨を添付するとともに、以下に主なものを示す。
4.1  字幕放送
字幕放送については「法律上の義務化」を求める意見があった。研究会としては、3.2に記したとおり、現在、各放送事業者は現指針に基づき、字幕の充実に努めているところであり、これまで拡充計画を上回る実績が大部分の放送事業者において達成されていることから、直ちに義務化する状況にはないと考える。義務化については、現指針の対象期間終了時の目標達成状況や、その時点での放送・通信の進展を踏まえた情報伝達手段の多様化、新たなサービス形態の登場などを視野にいれ、改めて幅広い観点から多角的な議論を行うことが必要である。
また、現指針では字幕放送普及目標の対象時間が「7時から24時」とされているが、この「指針の普及目標とする対象時間及び番組の枠を外し、全ての番組に100％字幕をつけるように目標設定を求める」意見もあった。総務省が聴覚障害者に対して行ったアンケート(1.3.1)では、テレビの視聴時間は5年前と同様に7時から24時に集中している。また、字幕制作費と予算、放送休止時間や再放送番組の割合など放送スケジュールとの兼ね合いもあり、すべての番組に100％字幕を付与するのは困難であるとの意見もあったことから、これについても上述の通り、現指針の対象期間終了時に技術動向等を踏まえ、改めて議論を行い、一定の結論を得ることが望ましい。
4.2　解説放送
解説放送については、「NHKや民放の区別なく目標設定をして欲しい」との意見もあった。NHK（教育）については、現指針策定時における解説放送の実施状況を踏まえ、更なる充実を期待し、指針ではNHK（総合）や民放広域局よりも高い目標数値が設定されているところであるが、関連技術の進展等が見られない中で、当該目標数値を変更することは難しいことから、現指針の目標期間終了後、新たな指針等について検討を行う際には、論点として取り扱うことが望まれる。
4.3　手話放送
手話放送については、今後の技術の進展によるサービスの向上に期待する意見があった。例えば、1.4.5に記載したように、NHK放送技術研究所では、手話CGの開発が行われており、当面の目標として、気象ニュースを翻訳できる技術基盤の確立を目指しているところであり、実用化に向けて、引き続き開発が進められることが期待される。なお、本技術動向の変化等を踏まえて、手話放送の目標設定については、改めて幅広い視点から多角的な議論を行うことが必要である。
4.4　その他 

放送における情報アクセシビリティの向上については、財政事情が厳しい中ではあるが、その重要性に鑑み、国の支援の充実・重点化に努力することが望まれる。
以上
